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はじめに
先住民・種族民の労働における権利保護を職業教育
訓練の視点から検討し，その生活実態と必要性に沿っ
た職業教育訓練のあり方を考察する。国際機関の中で
唯一この領域の実践的な取組みを続けてきた ILO
は，国際条約の採択と技術協力活動を通じて多くの成
果をあげてきた。この活動の指針となっている ILO
条約と勧告の法理を明らかにするとともに，多面的な
連携の下で展開されている技術協力活動の実情とその
特質を解明する。
Ⅰ　ILO の先住民・種族民に関する立法活動
1．立法活動の経緯
国際労働機関（ILO）は 1957 年，先住民・種族民
に特化した初の国際条約である 107 号条約を採択し
た。その後，1960 年代から 70 年代にかけて先住民・
種族民の意識が高まり，その国際的な活動への参加が
進むにつれて，107 号条約が持つ統合主義的な手法に
批判が集まり始めた。統合主義的な 107 号条約の改正
を求める声の高まりを受けて，1989 年に「先住民・
種族民の生活様式は生き残らせるべきであり，生き残
るであろう」との基本的概念を含む 169 号条約が採択
されている。107 号条約では，先住民・種族民はその
暮らしている国の中に統合され，次第にその存在が見
えなくなっていくと仮定していた。これに対し 169 号
条約は，総合的に先住民・種族民文化と生活様式を尊
重する姿勢をとり，継続的な存在の権利が強調されて
いる。
原住民，他の種族民及び半種族民に対し広い範囲で
保護と同化を規定してきた 107 号条約及び同じ年に採
択された 104 号勧告は，1980 年代以降の体系的な同
化政策に対する批判の高まりの中で，169 号条約によ
り改正された。169 号条約は，107 号条約を一部改正
し，先住民・種族民が独自の文化，伝統，経済を維持
していくことを尊重する形で採択された。169 号条約
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の適用の対象となる集団を決定する基本的な規準の一
つが，先住民・種族民としての自己認識である。
加盟国政府は先住民・種族民の参加を得て権利を保
護しもとの状態を保障するとともに，先住民・種族民
に直接影響するおそれのある法的または行政的措置を
検討する場合，適切な手続とくに住民の代表団体を通
じた手続をへて，その住民と協議するものとしてい
る。この 169 号条約には職業教育訓練に関する規定も
含まれている。1）
2．ILO 立法活動の論理
（1）伝統的職業の尊重
169 号条約は，先住民・種族民の定義を明記してお
らず，先住民・種族民としての自己認識を基本的な適
用規準としており，伝統的な生活様式や独自の社会組
織，風習，慣習法などの要素を有する人々の保護を目
指している。また，169 号条約は，先住民・種族民が
少なくともその国の地域社会における他の人々と同等
の条件で，あらゆるレベルの教育を受ける機会を確保
すべきことも求めている。原住民の多くは高度に専門
化した生存戦略と職業をもっており，それらは伝統的
生活空間の諸条件に適応したものであり，土地や領
域，資源に高度に依存したものである。多くの場合，
原住民の権利や文化に対する尊重の欠如がその伝統的
な生活様式に対する差別をもたらしている。2）
（2）特別な保護の必要性
169 号条約 20 条は，先住民・種族民の困難な状況
の克服のために，①就労と雇用条件の効果的な保護，
②差別の除去，③具体的な措置，④査察などの労働権
に関する規定をおいている。また「先住民族の権利に
関する国際連合宣言」2007 年（The United Nations 
Declaration on the Rights of Indigenous Peoples）の
17 条でも，①労働権，②先住民族の児童労働からの
保護，③差別の排除，などの同様な規定をおいてい
る。
先住民・種族民の労働基本権については 169 号条約
以外にも多くの国際労働規準により保護を受ける。
「ILO の基本 8 条約」は強制労働，差別，児童労働，
結社の自由について規定している。すなわち 100 号平
等取扱条約（1951 年），111 号雇用職業差別条約
（1958 年），138 号最低就労年齢条約（1973 年），182
号最悪の形態の児童労働条約（1999 年），105 号強制
労働廃止条約（1957 年），29 号強制労働条約（1930
年），87 号結社の自由と団結権保護条約（1948 年），
98 号団結権及び団体交渉権条約（1949 年）などの条
約である。
ILO の基本 8 条約は，ほとんどの加盟国において批
准されている。また批准していない国においても基本
8 条約の中の原理と権利の尊重，促進及び実現に務め
る義務がある。このことは中核的労働基準の促進に向
けてすべての加盟国が誠意を持って努力する旨をう
たった「労働における基本的原則及び権利に関する
ILO 宣言」（1999 年）においても再度確認されてい
る。3）
先住民・種族民の社会的，文化的，宗教的及び精神
的な価値及び慣行は承認され保護される。価値，慣行
及びもとの制度は尊重される。（169 号条約 5 条）先
住民・種族民の教育水準の向上は地域の総合的経済開
発計画において優先される。（169 号条約 7 条）国内
法令を適用するに際してはその慣習または慣習法に適
切な考慮を払う。（169 号条約 8 条）などが規定され
ている。
（3）差別の排除
ILO 111 号雇用及び職業についての差別待遇条約
（1958年）の規定は，差別に直面する先住民・種族民
に大きな関連をもっている。169 号条約も 111 号条約
とともに差別を受けている先住民・種族民の特別な
ニーズに対応した施策やアファーマティブアクション
を求めている。このような施策として特別な教育の実
施，公的部門における雇用の準備などがある。
111 号条約は，差別を雇用と職業における平等取扱
と機会の平等を破壊または悪化させるものと定義して
いる。この平等取扱とは同じ土台で扱われることであ
り，機会の平等は同等価値の手段と機会が提供され誰
もが同じ水準で職業の機会にアクセスできることであ
る。
111 号条約はプロセスよりも効果に焦点をあててお
り，その差別が意図的であるか否かは問わず，直接的
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な差別と間接的な差別の両方の排除を目指している。
ここでいう直接差別とは特定の集団または特質に基づ
く制度・政策による排除のことであり，間接差別とは
より巧妙に隠された排除であり，中立的な政策が差別
的な影響を生じ，善意の施策であっても結果として差
別を生じるものをいう。4）
Ⅱ　先住民・種族民の労働保護
1．先住民・種族民の労働実態
強制労働阻止のための国際的連帯（“Global alliance 
against Forced Labor”）が求められている。ILO 29
号強制労働条約（1930 年）は加盟国に対して強制労
働の使用の抑制を求めており，1957 年には 105 号強
制労働廃止条約がこれをフォローアップする形で制定
されている。5）
（1）強制労働
南米の先住民・種族民は過去数世紀にわたり過酷な
強制労働の影響を受けてきた。ILO の推計ではこの地
域は世界でも二番目に多くの強制労働による犠牲者を
出してきた。その数は 1200 万人にも上ると見られて
いる。先住民・種族民は負債による拘束を伴う強制労
働の形態にとりわけ脆弱である。賃金の前払いやその
他の巧妙な手法により返済不可能な借金地獄の中に引
きずり込まれ，ブローカーによって労働者としてリク
ルートされていく。
長時間の労働もこの借金の返済には不十分で，増え
続ける負債と長期の返済期間という拘束による強制労
働の罠にはまっていくことになる。こうした制度は労
働者の貧困と窮乏を永続化し人間と社会の発展を阻害
する。2004 年に ILO とペルー政府労働省がペルーで
行なった調査では，アマゾンの熱帯地域における違法
な伐木搬出作業の中で，強制労働の存在が認知されて
いる。その犠牲者は 3 万 3000 人と推定され，その多
くが先住民・種族民であった。6）
（2）搾取と差別
先住民・種族民は強制労働の犠牲となるリスクが高
く，これは積年の差別の結果でもある。ラテンアメリ
カにおいては百年前も今日も同様に先住民・種族民が
強制労働に晒されている。南アジアでは債務就労が
カースト制の最下層農民と先住民・種族民においてと
くに深刻である。中央アフリカではボツワナなどのピ
グミー族において強制労働が深刻化している。東南ア
ジアではメコン川流域の高地先住民・種族民の婦人及
び少女は性的搾取のためのトラフィッキングに対して
とりわけ無防備な状態にあることが知られている 7）。
搾取と差別の態様は性の違いによっても異なり，
ジェンダーが先住民・種族民の女性に対する差別の追
加的原因になっている。すなわち，①女性の多くは教
育訓練に対するアクセスがあらゆるレベルで低位に止
まっている。②失業や低い雇用の影響を女性はより多
く受ける。③給与の支払われない労働に女性はより多
く従事している。④同一の労働に従事しても女性は賃
金が低い。⑤職業の発展と雇用の機会を得るための資
材の調達や当局の許認可が女性は得られにくい。⑥管
理的，指導的な立場に立つことが女性は少ない。⑦労
働時間や安全衛生などの条件が低い就労を経験する女
性が多い。⑧とりわけコミュニティーから遠く離れた
場所で雇用を求める必要があることから性的虐待やハ
ラスメント，トラフィッキングのリスクが女性の場合
大きい。⑨差別的な文化慣習により女性の雇用職業が
妨げられており，そこでは少女の教育が禁じられてい
たり，女性の土地相続ができなかったり，意思決定に
参加できなかったり，といった具体的な要因があげら
れる。8）
2．労働権と児童労働
（1）労働権の尊重
多くの場合，先住民・種族民の土地と資源に対する
圧力の増加により，伝統的な先住民・種族民の生存戦
略は，もはや生き残れず，先住民・種族民の領域にお
ける投資や就労の機会も僅少になっている 9）。
先住民・種族民が彼らの伝統的な領域に居住し続け
ている場合でも，新しい経済活動を農業，工業，商業
の職業として取り入れることが増えている。そこで
も，先住民・種族民は就労において差別され強制労働
や児童労働の犠牲になることが多い。先住民・種族民
は国内及び国際的な労働市場において障壁と不利益に
直面している。すなわち，①先住民・種族民の知識と
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技能が適切に評価されていないこと，また，②職業教
育訓練に接する機会が限られていること，などから同
じ条件での競争ができない。さらに，③先住民・種族
民はしばしば不安定な形で労働市場に取り込まれ基本
的な労働の権利を否定されている。④先住民・種族民
の収入は他の労働者よりも低く，学歴に対応した所得
も低いのが一般的であり，この格差は教育水準の高ま
りとともに拡がっている。10）
（2）最悪の形態の児童労働
ILO は奴隷労働，強制労働，トラフィッキング，戦
闘，売春，ポルノ，薬物運搬などの違法行為であっ
て，児童の健康や安全，モラルを容易に損ねるような
就労を「最悪の形態の児童労働」と呼んでいる。
一方で，ほとんどの先住民・種族民の子供たちは特
別の作業役割をもっている。それは子供の成長に応じ
て精巧に作り上げられた文化的観念に基づくものであ
り，年齢や性別，社会階層によって分化しており，多
くは成人儀礼も伴っている。このような軽作業は有害
ではなく子供たちの発達に役立ち，技能や心構え，経
験を与えることにより，彼らの社会で有益な生産に従
事きるようにするものである。受け入れられる児童の
作業と「児童労働」は区別されなければならない。11）
先住民・種族民の児童労働は農村地域で多く見られ
るが都市部でも増加している。女性だけの家族や孤児
の場合最も弱い状態にある。先住民・種族民の児童は
多くの部門で就労しているが「インフォーマル部門」
での就労がとくに多い。そこでは長時間労働であり現
物で賃金が支払われることが多い。プランテーション
で就労する移民労働者の子弟の児童労働も増加してい
る。その他の形態の「商業的農業」でも児童労働が増
える傾向にある。また，搾取的な児童労働は商業的農
業や焼き畑農耕，製造業，手工業などの作業で多く見
られる。
児童労働は男児と女児で異なった影響をもたらす。
広範に存在する女性差別（この中には先住民・種族民
の文化的慣習も含まれる）により，農村地域の女児が
就学することは好まれず，その代わり多くの少女は都
市部に移住し家事使用人として働いている。このよう
な都市部での家事使用人としての就労は搾取，暴力，
性的虐待の実態を見えにくくしている。働きながら就
学している児童もいるが，就労している児童の多くは
就学していない。
児童労働を除去しようとする取組みは進んでいるが
一般の児童に比べ先住民・種族民の児童はその恩恵に
浴することが少ない。現実に先住民・種族民の児童労
働は近年まで先住民・種族民自身と同様に政府や国際
機関から注意を払われることがなかった。
児童労働の問題は全体像がほとんど明らかになって
おらず，問題の深刻さの程度や，先住民・種族民の児
童の就労実態などを示す詳細な資料も存在していな
い。それでも一連の事件や事例は全世界において先住
民・種族民の児童が異常に高い比率で児童労働に関
わっていることを示している。12）
先住民・種族民の児童は「最悪の形態の児童労働」
に転落する特別のリスクに直面しており，先住民・種
族民の児童労働を克服するための特別なニーズとその
権利を踏まえた取組みが求められている。その際，
182 号最悪の形態の児童労働条約（1999 年）及び 138
号最低年齢条約（1973 年）は ILO が児童労働との戦
いにおいて活用する主要な武器となる。13）
Ⅲ　職業教育訓練を通じた先住民・種族民の労働
保護
1．ILO の条約と勧告
（1）ILO 107 号条約
ILO 107 号独立国における土地並びに他の種族民及
び半種族民の保護及び同化に関する条約（1957 年）6
条は，関係住民の生活条件及び労働条件の改善並びに
その教育水準の向上に対して，居住する地域の全面的
経済開発計画において，高い優先順位が与えられなけ
ればならないと規定している。
その 4 章では「職業訓練・手工業及び農村工業」に
ついて規定しており，16 条は，職業教育訓練の施設
について他の市民と同様の機会を享有するとしてい
る。17 条は，①一般の訓練計画が特別の必要を満た
さないときは，政府は特別の訓練計画を提供しなけれ
ばならない。②特別の訓練施設は経済的環境，文化的
発展段階及び実際の必要についての慎重な調査に基づ
くものでなければならないとし，特に伝統的に適性を
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示してきた職業に必要な訓練を授けることが出来ると
している。18 条は，①手工業及び農村工業は経済開
発の要因として，関係住民がその生活水準を高め，か
つ生産販売の近代的方法に適応し得るように奨励され
なければならない。②手工業及び農村工業は文化的遺
産を保存し，かつ住民の芸術的素質及び特有の表現様
式を改善するように発展させなければならない，と定
めている。
107 号条約 6 章では教育及び伝達の手段について規
定しており，21 条は，他者と同等の立場であらゆる
段階の教育を受ける機会を有するようにするための措
置を執らねばならないとしている。22 条は，①住民
の教育計画は方法・技術についてその国の共同社会へ
の社会的，経済的及び文化的同化の過程において到達
している段階に適合するものでなければならない。②
この教育計画を作成するにあたっては人類学的調査を
あらかじめ行なうものとすると定めている。23 条
は，①住民の児童にはその母語で，また実行可能なと
きはその集団が最も普通に使用する言語で読み書きを
教えなければならないとし，②母語または土語から当
該国の国語または公用語へ漸進的に移行するように措
置をとり，③母語または土語を保存するための適当な
措置を出来る限りとるものとしている。24 条は，住
民の初等教育はその国の共同社会に同化するための一
助となるべき一般知識及び技能を児童に対して与える
ことを目的としており，5 条は，他の者とくに最も直
接に接触する者が住民に対して抱く偏見を取り除くた
めの教育的措置を執ると規定している。
 
（2）ILO 104 号勧告
ILO 104 号独立国における土民並びに他の種族民及
び半種族民の保護及び同化に関する勧告（1957 年）
は，107 号条約と同じ年に採択され，同様な趣旨から
その 7 章で職業訓練について，8 章では教育について
規定している。
職業訓練について規定する 104 号勧告 7 章は 16 条
において，住民に対する職業訓練は，同じ住民の構成
員を指導員として訓練を行なう，指導員は特殊な条件
及び必要に適応させることが出来るような技術とし
て，人類学的及び心理学的要因に対する知識に精通し
ていなければならないと規定している。17 条は，職
業訓練は実行可能な限りその居住する場所の周辺また
はそれらの者が働く場所で行なうべきである。18 条
は，同化の初期の段階において職業訓練は，その集団
の土語によって行なうべきであると定める。19 条
は，職業訓練計画は自営者が材料及び設備を取得する
ことができるようにするために，また労働者がその資
格に適した作業を見出すことを助けるための援助措置
と調整されるべきであるとしている。20 条は，住民
に対する職業訓練の計画及び方法は基礎教育の計画及
び方法と調整されるべきであると定めている。21 条
は，住民の構成員は職業訓練の期間中，提供される施
設を利用することができるよう，すべての可能な援助
（できれば奨学金を含む）が与えられるべきであると
している。
104 号勧告 8 章は教育について規定している。28 条
は，住民の児童に対する読み書きの教授及び教授の手
段としての母語または土語の利用に最も適当な方法を
決定するため，科学的研究を行い，かつこの研究に資
金を供与すべきであるとしている。29 条は，住民の
中で働く教員は文化的特性に適応させることができる
よう，人類学的及び心理学的方法について訓練を受け
るべきである。これらの教員は出来る限りこの住民の
中から募集すべきであるとしている。30 条では，予
備職業教育（職業準備教育）が住民に対して行なう初
等教育計画の中に導入されるべきであり，また農業，
手工業・農村手工業及び家事・経済に関連する学科の
教授に重点を置くべきであると定めている。31 条
は，初歩的保健教育を住民の初等教育計画の中に含め
るべきであるとしている。32 条は，住民の初等教育
は出来る限り「基礎教育運動」によって補足すべきで
あり，この運動は，児童及び成年者がその環境の問
題，並びに市民としてまたは個人としての権利及び義
務の問題を解明することを助け，もって住民が共同社
会の経済的及び社会的進歩に一層有利に参加すること
ができるようにするものであるとしている。
（3）ILO 169 号条約
①　職業訓練・手工業及び農村工業
ILO 169 号独立国における先住民・種族民に関する
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条約（1989 年）の 4 章は職業訓練，手工業及び農村
工業について規定しており，その 21 条は，関係人民
の構成員は職業訓練措置について少なくとも他の市民
と平等な機会を享受するものとしている。
169 号条約 22 条は，①一般に適用する職業訓練計
画に自発的に参加することを促進する措置をとる。②
関係人民の特別の必要を満たさないとき政府はその参
加を得て特別な訓練に関する計画及び施設の提供を確
保する。③いかなる特別の訓練計画も関係人民の経済
的環境，社会的及び文化的条件並びに実際の必要に基
づく。④これに関連して行なわれるいかなる調査も，
その計画の編成と実施について協議を受けるこれら人
民の協力を得て行なわれる。⑤人民が自己決定したと
きは計画の編成及び実施に対する責任を漸進的に引き
受ける，と規定している。
169 号条約 23 条は，①関係人民の手工業，農村及
び地域社会を基盤とする産業並びに狩猟，漁業，わな
掛け，採取のような生活経済及び伝統的な活動は，そ
の文化の保存並びに経済的自立及び発展の重要な要因
として認められる。②政府はこれら人民の参加を得て
適当な場合はいつでも，これらの活動が強化され促進
されることを確保する。③関係人民の要請により適当
な技術的財政的援助が，これら人民の伝統的技術及び
文化的特性並びに持続的及び公正な発展の重要性を考
慮して，可能な場合にはいつでも提供される，と定め
ている。
②　教育及び伝達の手段
169 号条約 6 章は教育及び伝達の手段について規定
している。その 26 条は，共同体社会の他者と同等の
立場であらゆる段階の教育を受ける機会を確保するた
めの措置をとると定めている。
169 号条約 27 条は，①教育計画及びサービスは人
民の特別の必要に合わせるため，これら人民との協力
により開発され実施され，かつその歴史，知識，技
術，価値体系，並びに社会的，経済的及び文化的願望
を組み入れる。②権限ある機関は適当な場合には教育
計画の実施の責任を関係人民に漸進的に移行させる目
的で，訓練並びに教育計画の編成及び実施への関与を
確保する。③関係人民の教育制度及び施設が協議の上
定められた最低規準を満たす場合その制度，施設を確
立する人民の権利を認める。④適切な資源はこの目的
のために提供される，と規定している。
169 号条約 28 条は，①関係人民の児童は人民自身
の固有の言語またはその属する集団が最も普通に使用
する言語で読み書きを教えられる。これらが実行可能
でない場合この目的を達成する措置を採用するために
人民と協議する。②これら人民はその国の国語または
公用語の一つを自由に操れるようになるための機会を
有する。③関係人民の固有の言語を保存し，その発展
及び活用を促進するための措置をとる。169 号条約 29
条は，関係人民の児童が自身のために及びその国の共
同体社会に十分にかつ対等な立場で参加することに役
立つ一般的な知識及び技能を与えることを，これら人
民の教育における一つの目的とするとしている。
169 号条約 30 条は，政府が関係人民に対してその
権利及び義務，特に労働，経済的機会，教育及び健康
問題，社会福祉並びにこの条約に由来するこれら人民
の権利を理解させるため，その伝統及び文化に適した
措置をとるとしている。31 条は，国の共同社会にお
けるすべての部類の者，とくに関係人民と最も直接に
接触する者のこれら人民に対する偏見を除去するため
教育的措置をとるものとする。この目的のため歴史の
教科書及び他の教材がこれら人民の社会及び文化につ
いての公正，正確かつ情報に富む描写を提供すること
を確保するように努力すると定めている。
2．先住民・種族民の就労訓練と技術協力
169 号条約 21 条及び 22 条は先住民・種族民の職業
教育訓練と伝統的経済に関するものである。 一般向け
職業訓練計画への自発的参加を促す奨励措置を設ける
よう義務づけるとともに，既存の計画が特別の必要に
合致しない場合，先住民・種族民の参加の下に「特別
の訓練計画や施設に関する措置」を講じることを義務
づけている。先住民・種族民に対する国際労働機関
（ILO）の技術協力はすべて 169 号条約に沿って行な
われることになっている。14）
（1）職業教育訓練に対するアクセス
職業教育訓練に対する平等なアクセスを欠いては，
どのような雇用及び職業への参入実現の可能性も幻想
に終る。職業教育訓練は雇用・職業における平等を促
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進するための重要な鍵となる。169 号条約は，21 条で
職業教育訓練に関する特別の規定をおいており，先住
民・種族民は少なくとも他の者と同様に職業教育訓練
施策に参加する機会を持つとし，一般の訓練施策に対
する自発的参加を促進し，一般の訓練施策が不適切で
ある場合の特別な施策を用意するとしている。22 条
は特別な訓練プログラムは諸環境を踏まえた協同の下
に，可能であれば先住民・種族民の自主性を促進する
方向で実施されるものとしている。ILO が行なう先住
民・種族民の就労訓練へのアクセスに対する支援はこ
れらを根拠として実施される。15）
（2）言語や文化の特質に配慮した就労訓練
南米に居住する先住民・種族民人口は約 4000 万人
といわれており，ほぼその半数が 10 代の少年少女で
あり，その就労率も一般の約 2 倍と見られている。先
住民・種族民の児童労働を撲滅するための戦いには言
語や文化の特質に配慮した質の高い職業教育訓練が必
要である。とくに中央アメリカでは先住民・種族民の
ニーズに合った適切な職業教育訓練の実施が求められ
ている。ニカラグアでは大学が自治地区に住む先住
民・種族民のための特別な訓練プログラムを準備して
いる。その一つであるウラカン大学では地域自治に対
する貢献として，自発的な地域力の形成，諸民族の融
和，地域における性差別の克服などの取組みを推進し
ている。また持続可能な資源開発のための職業教育訓
練も行なわれている。先住民・種族民の権利と自治が
完全に行使されるために必要な創造力の養成にも力を
入れている。加えて多言語による文化に関連する先住
民・種族民の慣習法や伝統的な医薬品に関する通常の
学士課程も開設されている。この他に，就学経験のな
い成人を対象としたリーダーシップ，言語，地域の組
織化に関する教育プログラムも用意されている。16）
3．成果と残された課題
（1）支援のネットワーク
ILO ペルー事務所と国際建設林業労働組合（BWI）
は，強制労働の撲滅に特化した協定を結び，林業部門
の労働者の組織化に務め，強制労働に関する情報の収
集と注意喚起など一連の協同行動を推進している。
ボリビアとペルーの森林製材部門における労働組合
の強制労働との戦いは 2008 年 8 月にオランダ労働組
合連合の資金供与を受けてパイロットプロジェクトと
して始まった。アマゾン支流のウカヤリ河流域でこの
プロジェクトは実施された。その実施主体はペルーの
森林労働全国同盟産業連合（FENATIMAP）であり，
アマゾン地域の労働組合を糾合し産業間の連携を進
め，先住民・種族民社会の代表と行動を共にし調整を
図ってきた。このプロジェクトは強制労働に対する認
識を強化し強制労働の下におかれている労働者の数を
減らすことを目的として，活動家の訓練，強制労働や
先住民・種族民の人権，労働基本権の侵害に対応する
法制度の整備，団体行動の促進などの具体的な取組み
を進めている。先住民・種族民と労働組合との連携は
この地域での強制労働と違法な伐木搬出作業に関する
情報収集にとって非常に有益であり，ローカルメディ
アを通じて行政当局だけでなく広く一般大衆にこの問
題の存在を周知させることとなった。
先住民・種族民の組織と労働組合との協調により先
住民・種族民の法制度へのアクセスの促進を可能にし
たことがこのプロジェクトの成果の一つである。広範
な支援のネットワークが作られ先住民・種族民の諸組
織の間にこれまで見られなかった相互対話の可能性も
開かれた。労働組合も先住民・種族民が直面する現実
をよりよく理解することができ，この問題に対する多
様な文脈からの関与が可能になった。17）
（2）教員の養成と採用
アマゾン地域における先住民・種族民の言語的及び
文化的特性を考慮に入れた多言語の能力を持った教師
の訓練が行なわれている。しかし，教師の新規採用は
一般教育の資質の向上を目的として実施されており，
この採用方法は先住民・種族民の児童の教育には不適
切である。教師の多くは遠方の出身で不馴れな言語で
教育を行なっている。先住民・種族民の児童は不十分
な施設設備と差別的な態度を持った専門的訓練を欠い
た教師の下で学んでいる。このような採用の制度の下
では，先住民・種族民の若者は多言語の能力を持った
教師を養成する訓練から実質的に排除されてしまう。
そこで先住民・種族民の学生のための特別な訓練コー
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スを開設し，一般の学生と同じ水準の訓練を特別な施
策を通じて行い，均等な条件の下で競えるようにして
いる。それでも教員の採用試験に合格する先住民・種
族民出身の学生は少ない。18）
（3）居住地からの放逐と債務拘束
ネパールの西部低地においては 2000 年に廃止され
るまでカメイヤ制（Kamaiyas System）と呼ばれる拘
束労働が広く行なわれていた。多くの先住民・種族民
がこの制度の下に置かれ，今もなお大きな影響が残っ
ている。それは土地利用，労働搾取，教育の欠落，貧
困などの形で存在している。
ネパールの低地平原は 1950 年代以前まで先住民・
種族民しか居住せずタライ族は最大の種族であった。
しかし，その後の 60 年間に大きな社会変動を経験す
ることになった。高地からの住民の移住によりタライ
族は父祖の地を失い地権をもたない場所に放逐されて
いった。新たな移住者は教育があり政治的なコネク
ションをもっており移住先の土地に対する権利を獲得
していった。土地は実際に政府閣僚をはじめ政治家に
よって所有されることが多く，先住民・種族民の家族
はわずかの年月のうちに，新たな土地所有者に多額の
負債を負い拘束労働に身を落とした。
地域開発のアプローチによる拘束労働の廃止は，
1990 年の多党制を採用した民主制の成立とともに始
まった。このアプローチのなかには意識改革とともに
識字や収入増などの取組みも含まれていた。実際の拘
束労働廃止に向けた動きは緩慢であったが，2000 年
になおカメイヤ制の下に置かれている先住民・種族民
が地方政庁のまえで座り込みのストライキを実行し，
債務拘束からの解放，最低賃金の支払，本来の居住地
の登記などを要求した。
人権団体，NGO，労働組合は連携して即座に先住
民・種族民を支援し，この動きは自由を求める広範な
運動として拡がった。2000 年 7 月政府がカメイヤ自
由宣言を発布したことでこの運動は終結した。政府の
宣言によって 2 万 5000 人以上の拘束労働者とその家
族が一夜のうちに解放され地主に対する負債は無効と
された。また拘束労働を維持しようとする者は 10 年
の懲役が課されることになった。
この宣言の発布と合わせて土地取得を含むリハビリ
テーションプランが始まった。しかし，2008 年に
至っても約半数が土地をもっておらず，給与された土
地も狭隘なものであり，問題の解決にはほど遠いもの
がある。先住民・種族民の経済的な脆弱性が継続する
ことで，強制労働や児童労働，最低賃金を下回る低賃
金など他の形態の労働搾取を受けやすくなってい
る。19）
むすび
先住民・種族民の労働権侵害は深刻であり，その具
体的な救済手段として国際労働法である ILO 条約に
根拠を置く技術協力活動が広範に実施されている。
ILO の技術協力活動は広範な連携と協力の下で支援対
象である先住民・種族民の主体的な参加を得て展開さ
れている。労働権の具体的な保護施策の一環として職
業教育訓練の分野での技術協力活動も推進され成果を
あげている。先住民・種族民を対象とした就労支援
は，その生活実態に即応した具体的なニーズに適合す
るものでなければならない。とりわけ先住民・種族民
の伝統と文化の尊重は重要であり，慎重な配慮が求め
られる。ILO の技術協力活動の具体的な実践の蓄積か
ら学ぶべきものは少なくない。
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